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平成２３年10月12日 

厚生労働省 



子ども手当に関する最近の動き（H23.4～） 

H23.4.29 平成23年度１次補正予算に関する３党（民・

自・公）政調会長合意 

 

H21.5.2      平成23年度第１次補正予算成立 

 

 

 

 

H23.6.15 ３党幹事長会談。子ども手当を見直すこと 

       で合意。 

 

H23.7.8  ３党政調会長会談。実務者協議を行う 

       ことで合意 

 

つなぎ後の子どもに対する手当制度の検討関係 

H23.7.11 ３党実務者協議開始。 

 

H23.8.4  「子どもに対する手当制度のあり方につい

て」３党政調会長・幹事長合意 

 

H23.8.12 「国と地方の協議の場」開催 

 

H23.8.17 平成23年度子ども手当支給特別措置法閣

議決定・国会提出 

H23.8.23 衆議院通過 

H23.8.26 参議院可決・成立（10/1施行）  

 

H23.9.8 全国子ども手当主管課長会議 

 

H23.9.30 特措法関係政省令等公布（10/1施行） 

H23.10.1 特措法施行  

   

 平成23年度から実施予定であった子ども手当の 
 上積み分（３歳未満、月額７千円引き上げ、給付総 
 額2,085億円）を見直し。東日本大震災の早期復旧 
 財源として活用。 

３党確認事項（案）子ども手当部分抜粋） 

「子どもに対する手当の制度的なあり方については、各党
間で検討を進め、平成23年度第２次補正予算の成立まで

に結論を得るものとする。これを前提として、特例公債を発
行可能とするための法案について、各党で、成立に向け真
摯に検討を進める」 
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子どもに対する手当の制度のあり方について 
 

１ 実施時期 
 

  手当のあり方の見直しは、平成23年度10月（平成24年 

  2月支給分）から実施する（所得制限の導入は被災地の 

 状況を見定め平成24年度（6月分）から実施する。）。 
  

２ 所要額  ２．２～２．３兆円程度 
 

３ 具体的な支給額 
   

（１）一般世帯（非所得制限世帯） 
 

  0～3歳（一律）     15,000円（児童手当1万円） 

  3～12歳（第1子、第2子） 10,000円（児童手当5千円） 

      （第3子以降）   15,000円（児童手当1万円） 

  中学生 （一律）    10,000円（児童手当なし） 
 

（２）所得制限世帯 
 

  所得制限世帯における所得税及び住民税の扶養控除（所 

 得控除）の廃止による減収に対する必要な税制上、財政上 

 の措置を検討し、平成24年度から所要の措置を講じるもの 

 とする。 
  

４ 所得制限 
    

  所得制限の基準を、年収960万円程度（夫婦と児童二人 

 世帯）とする。 

 

５ 税制改正 
 

  所得制限世帯も含めた扶養控除のあり方について、平 

 成24年度税制改正までに総合的に検討する。 
 

６ 法制上の措置 
 

    平成24年度以降の子どものための現金給付については、 

  上記の支給額等を基にして、児童手当法に所要の改正を 

  行うことを基本とする。その際、地方等と十分に協議を 

  行い、その理解を得るよう努めるものとする。   

  ※ 地方との協議は、「国と地方の協議の場」において行う。 
 

７ 平成24年度からの恒久的な現金給付の仕組みへの円滑 

  な移行のための措置については、別添のとおりとする。 
  

以上、確認する。 

平成23年8月4日 

 

民 主 党 幹事長 

      政策調査会長 

自由民主党 幹事長 

      政務調査会長 

公 明 党 幹事長 

      政務調査会長 
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「子どもに対する手当の制度のあり方について」 
（８月４日付け民主党、自由民主党及び公明党の幹事長及び政調会長による合意） 



 

（別添） 

 

半年間の特別措置法案の骨子 
 

１．題名 

 

 平成23年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法案 
  
 

２．趣旨 

 

 現下の子どもや子育て家庭をめぐる状況にかんがみ、平成24年
度からの恒久的な現金給付の仕組みに円滑に移行できるよう、
平成23年度における子ども手当の支給等について必要な事項を
定めるものとする。 

 
 
３．支給期間 
 
 ・平成23年10月分から平成24年３月分まで 
 
 
４．支給額・費用負担 

  

 ・３歳未満、３歳～小学生（第３子以降） ：１万５千円 

 ・３際～小学生（第１子・第２子）、中学生：１万円 

 ・児童手当部分は児童手当と同様の負担割合、上積み部分は全
額国庫負担 

 

５．その他 

 

 ・平成23年度子ども手当支給法に盛り込んだ事項を規定 

   ※子どもの国内居住要件、未成年後見人、父母指定者、同
居優先、施設入所の子どもについて施設の設置者等への
支給、手当からの保育料の徴収等、市町村の自由度の高
い交付金の交付 

 

 

６．施行時期・改正附則 

 

 施行日：平成23年10月１日 

 ・平成24年度以降の子どものための現金給付については、この
法律の手当額等に関する規定を基に、児童手当法に所要の改
正を行うことを基本とする。その際、地方等と十分に協議を
行い、その理解を得る努めるものとする。 

   ※地方との協議は、「国と地方の協議の場」において行う。 

 ・その際、所得制限については、平成24年６月分以降から適用
することとし、所得制限の基準、所得制限を超える者に対す
る必要な税制上・財政上の措置等について検討した上で、所
要の措置を講ずる。 
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（１）支給額・支給期間 
  ・３歳未満 ： 月額１万５千円    ・３歳以上小学校修了前（第１、２子）     ： 月額１万円       ・中学生 ： 月額１万円 

                                   〃       （第３子以降） ： 月額１万５千円 

  ・支給等の事務は市区町村（公務員は所属庁）    ・支給期間は平成２３年１０月分～平成２４年３月分。支払月は平成２４年２月、６月。 

（２）費用負担   児童手当分を児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費用を負担し、それ以外の費用については、全額を国庫が負
担。（公務員については所属庁が負担） 

（３）その他 
  ①子どもに対しても国内居住要件を設ける（留学中の場合等を除く） 

  ②児童養護施設に入所している子ども等についても、施設の設置者等に支給する形で手当を支給 

  ③未成年後見人や父母指定者（父母等が国外にいる場合のみ）に対しても、父母と同様（監護・生計同一）の要件で手当を支給（父母等が国外居

住の場合でも支給可能） 

  ④監護・生計同一要件を満たす者が複数いる場合は、子どもと同居している者に支給（離婚協議中別居の場合に支給可能、単身赴任の場合を除

く）。 

  ⑤保育料を手当から直接徴収できるようにする。学校給食費等については、本人同意により手当から納付することができる仕組みとする。 

  ⑥地域の実情に応じた子育て支援サービスを拡充するための交付金を設ける 

（４）検討規定 
  ①政府は、平成２４年度以降の恒久的な子どものための金銭の給付の制度について、この法律に規定する子ども手当の手当額等を基に、児童手

当法に所要の改正を行うことを基本として、法制上の措置を講ずるものとする。その際、地方自治法に規定する全国的連合組織の代表者その他

の関係者と十分に協議を行い、これらの者の理解を得るよう努めるものとする。 

  ②法制上の措置を講ずるに当たっては、所得制限について、その基準について検討を加えた上で、平成２４年６月分以降の給付から適用すること

とし、併せて当該制限を受ける者に対する税制上又は財政上の措置等について検討を加え、所要の措置を講ずるものとする。    

 

 

平成２３年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法の概要 

 現下の子ども及び子育て家庭をめぐる状況に鑑み、平成２４年度からの恒久的な子どものための金銭の給付の制度に円滑
に移行できるよう、平成２３年度における子ども手当の支給等について必要な事項を定める。 

概 要 

施行日 平成２３年１０月１日  

趣 旨 
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平成24年度予算の概算要求組替え基準について 
（平成23年9月20日閣議決定） （抄） 

1.基礎的財政収支対象経費 
 
 (1)年金・医療等に係る経費等 
 
  ① 補充費途として指定されている経費等のうち、年金、医療等に係る経費（以下「年金・医療等に 
   係る経費」という。）については、前年度当初予算における年金・医療等に係る経費に相当する額 
   に高齢化等に伴う自然増（各所管計11,600億円）を加算した額の範囲内において、各大臣ごとに、 
   要求する。 
     なお、上記の前年度当初予算における年金・医療等に係る経費に相当する額は、「子どもに 
   対する手当の制度のあり方について」（平成23年8月4日付け民主党、自由民主党及び公明党の 
   幹事長及び政調会長による合意をいう。）を踏まえた額（所得制限世帯に対する措置に相当する 
   額を除く。）とし、所得制限世帯に対する措置を含めた制度のあり方については予算編成過程で 
   検討し、その結果を平成24年度予算に反映させることとする。 
     また、上記自然増を含め、年金・医療等に係る経費についても、合理化・効率化に最大限取り 
   組み、その結果を平成24年度予算に反映させることとする。 
 
   （注1） 略 
 
   （注2）平成22年度税制改正における年少扶養控除等の見直しによる地方増収分(5,050億円)に 
     ついては、要求においては上記自然増から控除した上で、その取扱いについては、予算編成 
     過程で検討し、その結果を平成24年度予算に反映させることとする。 
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平成24年度 予算概算要求の主要事項（抄） 
（厚生労働省 平成24年度予算概算要求ＰＲ資料） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （１）子どものための現金給付                             １兆３，４１６億円（１兆９，５７７億円）  
      平成24年度以降の子どものための現金給付制度については、「平成二十三年度における子ども手当の支 
    給等に関する特別措置法」附則第２条の規定等に基づき、同法に規定する子ども手当の額等を基に、児童手 
    当法に所要の改正を行うことを基本として法制上の措置を講ずる。 
 
    （注１）所得制限世帯への措置を含めた制度の在り方については、予算編成過程で検討し、結論を得る。 
 
    （注２）概算要求額については、平成23年度予算の負担ルール（子ども手当の一部として、児童手当法に基づく 
       児童手当を支給し、児童手当分については、児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費用を負 
       担）を当てはめて国庫負担額を要求。財源構成等については、予算編成過程で検討し、結論を得る。 
  
 （２）地方での子育て支援サービスの拡充等のための交付金の交付      ５２４億円（５００億円）  
      地方独自の子育て支援サービスの拡充のための事業や、「子ども・子育てビジョン」の実現に向けた地域子 
    育て支援拠点や一時預かりなどの設置促進等に対して、交付金を交付する。 

 第１ 安心して子どもを産み育てることのできる環境の整備 

すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、子どもの健やかな育ちを社会全体で支援するため、子育てに係る支援策を充実させるなど、

総合的な子ども・子育て支援を推進する。   

 １ 子どものための現金給付制度                   １兆３，９４０億円（２兆７７億円） 
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国 1兆761億円 
  （1兆1,864億円） 

 
                                         

 
 

国 
2,554億円 
(3,235億円) 

 
 
 

 
 

事業主 
1,742億円 

 
 

 
 

地方 
5,108億円 
(5,391億円) 

 

 
 
 

子どものための現金給付制度に関する平成２４年度概算要求 

○ 平成24年度の子どものための現金給付制度に関する概算要求については、「平成２３年度における子ども手当の支
給等に関する特別措置法」附則第２条の規定等に基づき、 

  ［支給額］ ・3歳未満       ： 一律 15,000円 
        ・3歳以上小学校修了前 ： 第１、２子 10,000円、第３子以降 15,000円 
                        ・中学生        ： 一律  10,000円 
  ［所得制限］ 平成２４年６月分から実施、基準額は年収960万円程度、所得制限世帯への措置は要求額に計上せず 
  ［費用負担］ 平成23年度予算の負担ルール（手当の一部として、児童手当法に基づく児童手当を支給し、児童手当分につい

ては、児童手当法の規定に基づき、国、地方、事業主が費用を負担）を当てはめて仮置き的に国庫負担額を要求 

○ 財源構成や所得制限世帯への措置を含めた制度の在り方については、予算編成過程で検討し、その結果を平成24年度
予算に反映させる。 

※数字は、公務員分や地方への特例交付金を含めないもの。 
 なお、公務員分（国家公務員：430億円、地方公務員：1,636億円）を含め、かつ特例交付金（1,353億円）を加味し

た金額は、（  ）内の数字。 
※上記以外に、別途事務費として101億円を要求。 

給付費 
2兆166億円 
(2兆2,232億円) 
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平成24年度税制改正要望（３党合意に基づく税制上の所要の措置の検討（所得税・個人住民税）） 

  「子どもに対する手当の制度のあり方について」（平成23年８月４日民主党・自由民主党・公明党

３党幹事長・政調会長合意）に基づき、平成24年度以降の子どものための現金給付の所得制限世帯に
おける所得税及び住民税の扶養控除（所得控除）の廃止による減収に対する必要な税制上、財政上の
措置を検討し、平成24年度から所要の措置を講じる。 
 また、平成24年度以降の子どものための現金給付の所得制限世帯も含めた扶養控除のあり方につい
て、平成24年度税制改正までに総合的に検討する。 

要望内容 

要望の必要性 

 ３党間で、上記要望内容が合意されており、これを踏まえ、所得制限世帯における所得税及び住民

税の扶養控除（所得控除）の廃止による減収に対する必要な税制上、財政上の措置等を講じる必要が
ある。 

従来の児童手当 Ｈ２２子ども手当 特別措置法 

手当額の水準 ３歳未満    10,000円 
３歳～小学生 
（第１・２子）   5,000円 
（第３子以降） 10,000円 
 

全て一律13,000円 
（H23法案では３歳未満のみ

20,000円） 

３歳未満    15,000円 
３歳～小学生 
（第１・２子）     10,000円 
（第３子以降）   15,000円 
中学生（一律）  10,000円 

（Ｈ23年10月から） 

支給対象年齢 ～小学校修了前 ～中学校修了前 ～中学校修了前 

○ 子どもに対する手当の制度 
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